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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期
第１四半期
連結累計期間

第77期
第１四半期
連結累計期間

第76期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年６月30日

自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上高 （百万円） 142,635 142,134 678,059

経常利益 （百万円） 7,962 1,249 45,665

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 3,624 100 23,275

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 10,673 △1,280 53,679

純資産額 （百万円） 321,396 356,005 367,527

総資産額 （百万円） 865,496 880,608 928,889

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 19.60 0.54 125.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 26.9 29.6 29.1

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

３．第76期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第76期第１四半期連結累計期間に

係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させています。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっています。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものです。

　なお、前連結会計年度末において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前年同四半期連結累

計期間に係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させています。

 

（１）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大の長期化に伴

う影響により、多くの社会経済活動において制約を受けるなか、ワクチン接種を促進し、かつ各種政策の効果によ

り持ち直しの動きが続いているものの、新型コロナウイルス感染症の収束の先行きが不透明であることから、総じ

て厳しい状況が続きました。

　建設業界においては、関連予算の執行により公共投資は高水準で底堅く推移し、住宅建設・設備投資は堅調に推

移していますが、依然として慎重な状況が続きました。

　このような状況のなかで、当社は、当事業年度を最終年度とする中期経営計画「Maeda Change 1st Stage’19～

’21」の達成に向けて、付加価値生産性向上への基盤を構築する「生産性改革」、新たなステージへの挑戦に向け

た「脱請負事業の全社的推進」、新たな企業文化への変革に向けた土台を構築する「体質改善」の３つの重点施策

に取り組んできました。

　また、当社、前田道路株式会社及び株式会社前田製作所の３社は、本年５月に共同株式移転の方法により共同持

株会社を設立し、経営統合を行うことについて経営統合契約書を締結の上、共同して株式移転計画を作成しまし

た。

　なお、株式移転計画については、本年６月開催の各社の定時株主総会にてそれぞれ承認を受けました。

　当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高は前年同四半期連結累計期間比0.4％減の1,421億円余、営業利

益は11億円余となり、経常利益は12億円余となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益については、

１億円余となりました。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間

の期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間の売上高が3,804百万円、売上原価が3,788百万円それぞれ増

加したことにより、営業利益は16百万円増加しています。営業外利益が47百万円増加したことにより、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益は63百万円それぞれ増加しています。また、利益剰余金の当期首残高は177百万円減

少しています。詳細については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（会計方針の変

更）」を参照ください。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

（建築事業）

　建築事業においては、受注高は前年同四半期連結累計期間比82.8％増の682億円余（当社単体ベース）、売上

高は前年同四半期連結累計期間比7.7％増の521億円余、セグメント損失は５億円余（前年同四半期連結累計期間

はセグメント損失３億円余）となりました。

（土木事業）

　土木事業においては、受注高は前年同四半期連結累計期間比149.3％増の354億円余（当社単体ベース）、売上

高は前年同四半期連結累計期間比25.9％減の277億円余、セグメント利益は前年同四半期連結累計期間比85.4％

減の４億円余となりました。

（舗装事業）

　舗装事業においては、売上高は前年同四半期連結累計期間比10.3％増の504億円余、セグメント損失は３億円

余（前年同四半期連結累計期間はセグメント利益16億円余）となりました。

（製造事業）

　製造事業においては、売上高は前年同四半期連結累計期間比3.9％増の75億円余、セグメント利益は前年同四

半期連結累計期間比178.3％増の３億円余となりました。

（インフラ運営事業）

　インフラ運営事業においては、売上高は前年同四半期連結累計期間比14.2％増の38億円余、セグメント利益は

前年同四半期連結累計期間比3.3％増の９億円余となりました。

（その他）

　その他の事業においては、売上高は前年同四半期連結累計期間比2.3％増の４億円余、セグメント利益は前年

同四半期連結累計期間比8.1％増の１億円余となりました。
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（２）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間における総資産は、受取手形・完成工事未収入金等の減少などにより前連結会計年度

に比べ482億円余減少し、8,806億円余（前年同四半期連結会計期間は8,654億円余）となりました。負債は、工事

未払金等の減少などにより前連結会計年度に比べ367億円余減少し、5,246億円余（前年同四半期連結会計期間は

5,440億円余）となりました。また純資産は、前連結会計年度に比べ115億円余減少し、3,560億円余（前年同四半

期連結会計期間は3,213億円余）となりました。以上の結果、純資産の額から非支配株主持分を控除した自己資本

の額は、2,610億円余となり、自己資本比率は前連結会計年度の29.1％から29.6％となりました。

 

（３）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）が定めている経営方

針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

また、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）に重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間は、建築事業、土木事業、舗装事業、製造事業及びインフラ運営事業を中心に研究

開発を行い、その総額は1,311百万円余です。

当社グループは、「総合インフラサービス企業」に変革するため、生産性や品質の向上に加え、多様化する社

会課題をビジネスを通じて解決することで社会的価値と事業価値の向上を同時に実現する研究開発を推進していま

す。

また、本年は10月に共同持株会社設立による経営統合を控えており、それに相応しいＲ＆Ｄ機能の在り方も検

討する予定です。

今期の具体的な取り組み方針として、請負の自動化・省力化・ＤＸ分野、脱請負のさらなる加速を目的とした

マネジメント分野、また中長期にわたり取り組むべき社会課題として考えられるカーボンニュートラル分野などに

重点を置いています。

加えて、個々の研究テーマの研究開発業務においては、各テーマの進捗及び昨今の素早い事業環境の変化に即

応した確認、審査を徹底することにより、経営資源の選択と集中を図ります。

開設２年目を迎えたＩＣＩキャンプにおいては、前期に新型コロナウィルス感染症への対策を設備、運用面を

中心に行いました。今期は、その対策を踏まえた上で、社内、グループ会社、外部関係先などとの交流、深耕の場

としての機能を拡充していく時期と考えています。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

（共同持株会社設立に関する経営統合契約）

　当社、前田道路株式会社及び株式会社前田製作所は、2021年10月１日（予定）を効力発生日として、共同株式移

転の方法により共同持株会社を設立し経営統合を行うことについて、2021年５月14日開催の３社の取締役会におけ

る決議に基づき、経営統合契約書を締結し、共同して株式移転計画を作成しました。

　なお、本件については、2021年６月23日（当社）、2021年６月22日（株式会社前田製作所）、2021年６月25日

（前田道路株式会社）開催の各社の定時株主総会にてそれぞれ承認を受けました。

　詳細については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　（追加情報）共同持株会社設立に

よる経営統合」に記載のとおりです。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 　　　　　　　　　　　635,500,000

計 　　　　　　　　　　　635,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年８月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 194,608,482 194,608,482 東京証券取引所市場第一部 単元株式数は、100株

計 194,608,482 194,608,482 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2021年４月１日～

2021年６月30日
－ 194,608,482 － 28,463 － 36,587

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしていま

す。

 

①【発行済株式】

    2021年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－ －

普通株式 146,200

（相互保有株式）
－ －

普通株式 3,877,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 190,540,600 1,905,406 －

単元未満株式 普通株式 44,182 － －

発行済株式総数  194,608,482 － －

総株主の議決権  － 1,905,406 －

 

②【自己株式等】

    2021年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

前田建設工業株式会社

東京都千代田区

富士見２－10－２
146,200 － 146,200 0.08

（相互保有株式)

前田道路株式会社

東京都品川区

大崎１－11－３
3,877,500 － 3,877,500 1.99

　　　　　　計 － 4,023,700 － 4,023,700 2.07

（注）当第１四半期連結会計期間において、連結子会社である前田道路株式会社は、その保有する当社株式のうち

640,000株を売却しています。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しています。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 100,687 97,267

受取手形・完成工事未収入金等 263,430 231,364

有価証券 30 30

販売用不動産 2,371 2,371

商品及び製品 1,597 1,617

未成工事支出金 18,729 14,569

材料貯蔵品 2,602 2,897

その他 43,895 38,110

貸倒引当金 △153 △114

流動資産合計 433,190 388,114

固定資産   

有形固定資産 165,558 165,148

無形固定資産   

公共施設等運営権 114,424 113,273

公共施設等運営事業の更新投資に係る資産 23,845 23,618

のれん 26,639 24,948

その他 15,693 15,661

無形固定資産合計 180,603 177,501

投資その他の資産   

投資有価証券 131,063 130,721

繰延税金資産 745 791

退職給付に係る資産 10,345 11,099

その他 8,876 8,634

貸倒引当金 △1,674 △1,534

投資その他の資産合計 149,357 149,711

固定資産合計 495,519 492,361

繰延資産 179 133

資産合計 928,889 880,608

 

EDINET提出書類

前田建設工業株式会社(E00051)

四半期報告書

 8/22



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部   

流動負債   

電子記録債務 7,837 5,733

工事未払金等 109,917 89,936

短期借入金 18,315 21,196

１年内返済予定のノンリコース借入金 1,381 836

１年内償還予定の社債 5,000 5,000

未払法人税等 11,957 985

未成工事受入金 36,961 47,059

工事損失引当金 629 761

その他の引当金 9,662 4,763

公共施設等運営権に係る負債 4,501 4,501

公共施設等運営事業の更新投資に係る負債 4,819 4,522

その他 56,133 48,017

流動負債合計 267,118 233,312

固定負債   

社債 45,000 45,000

ノンリコース社債 20 20

長期借入金 64,165 62,306

ノンリコース借入金 15,864 15,864

繰延税金負債 18,481 17,701

退職給付に係る負債 16,579 16,640

その他の引当金 504 307

公共施設等運営権に係る負債 108,398 108,398

公共施設等運営事業の更新投資に係る負債 20,833 20,896

その他 4,394 4,155

固定負債合計 294,242 291,290

負債合計 561,361 524,603

純資産の部   

株主資本   

資本金 28,463 28,463

資本剰余金 37,549 37,682

利益剰余金 178,526 171,376

自己株式 △2,833 △2,641

株主資本合計 241,706 234,880

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 29,218 26,981

繰延ヘッジ損益 △19 △26

為替換算調整勘定 2 3

退職給付に係る調整累計額 △883 △743

その他の包括利益累計額合計 28,317 26,214

非支配株主持分 97,504 94,909

純資産合計 367,527 356,005

負債純資産合計 928,889 880,608
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

売上高   

完成工事高 85,911 79,953

その他の事業売上高 56,723 62,180

売上高合計 142,635 142,134

売上原価   

完成工事原価 76,339 73,242

その他の事業売上原価 48,431 54,937

売上原価合計 124,771 128,180

売上総利益   

完成工事総利益 9,572 6,711

その他の事業総利益 8,292 7,243

売上総利益合計 17,864 13,954

販売費及び一般管理費 12,216 12,824

営業利益 5,648 1,129

営業外収益   

受取利息 38 64

受取配当金 3,036 1,031

為替差益 116 －

その他 87 123

営業外収益合計 3,279 1,219

営業外費用   

支払利息 633 599

為替差損 － 1

持分法による投資損失 139 79

その他 192 417

営業外費用合計 965 1,098

経常利益 7,962 1,249

特別利益   

固定資産売却益 6 23

投資有価証券売却益 1,668 1,508

その他 0 173

特別利益合計 1,675 1,705

特別損失   

固定資産除却損 68 45

投資有価証券評価損 122 －

災害による損失 － 83

その他 47 27

特別損失合計 238 156

税金等調整前四半期純利益 9,398 2,798

法人税、住民税及び事業税 4,847 1,207

法人税等調整額 △2,110 374

法人税等合計 2,736 1,582

四半期純利益 6,662 1,216

非支配株主に帰属する四半期純利益 3,037 1,115

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,624 100
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

四半期純利益 6,662 1,216

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,828 △2,616

繰延ヘッジ損益 2 △12

為替換算調整勘定 30 0

退職給付に係る調整額 137 121

持分法適用会社に対する持分相当額 11 10

その他の包括利益合計 4,011 △2,497

四半期包括利益 10,673 △1,280

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,523 △2,001

非支配株主に係る四半期包括利益 3,150 720
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　　　　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した

時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。

　当社グループは従来、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、それ

以外の工事については工事完成基準を適用していました。これを当第１四半期連結会計期間の期首より、履

行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる工事については、履行義務を充足するにつれて

一定の期間にわたり収益を認識しています。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、主として発生

原価に基づくインプット法を適用しています。なお、契約の初期段階を除き、履行義務の充足に係る進捗度

を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる工事については原価回収

基準によって収益を認識しています。また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込

まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識してい

ます。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用して

います。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前

までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用して

いません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の

期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処

理を行い、その累積的影響額を当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しています。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高が3,804百万円、売上原価が3,788百万円それぞれ増加した

ことにより、営業利益は16百万円増加しています。営業外収益が47百万円増加したことにより、経常利益及

び税金等調整前四半期純利益は63百万円それぞれ増加しています。また、利益剰余金の当期首残高は177百万

円減少しています。

　なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める

経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を

記載していません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と

いう。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す

る会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算

定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。時価算定会計基準等の

適用による連結財務諸表に与える影響額は軽微です。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

 

(1)株式給付信託（従業員持株会処分型）

　当社は、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上に係るインセンティブの付与を目的として、従

業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っています。

 

１．取引の概要

　当社は、2019年３月より「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下「本制度」という。）を導入

しました。

　本制度の実施にともない、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下「受託者」とい

う。）を受託者とする「株式給付信託《従業員持株会処分型》契約書」（以下かかる契約に基づいて設定

される信託を「本信託」という。）を締結しました。また、受託者は、資産管理サービス信託銀行株式会

社（以下「信託Ｅ口」という。）を再信託受託者として当社株式などの本信託の信託財産を再信託する契

約を締結しています。信託Ｅ口は、信託設定後３年間にわたり「前田建設工業社員持株会」（以下「持株

会」という。）が取得する見込みの当社株式を取得し、定期的に持株会に対して売却を行っています。信

託終了時までに、信託Ｅ口による持株会への当社株式の売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相

当額が累積した場合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する持株会加入者に分配します。

また、当社は、信託Ｅ口が当社株式を取得するために受託者が行う借入に対し保証をしているため、信託

終了時において、当社株式の株価の下落により株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基

づき当該残債を弁済することとなります。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する自社の株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、株主資本に

自己株式として計上しています。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度104百万円、92千

株、当第１四半期連結会計期間28百万円、25千株です。

３．総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　前連結会計年度351百万円、当第１四半期連結会計期間291百万円

 

(2)株式給付信託（ＢＢＴ）

　当社は、当社の取締役（社外取締役である者を除く。）及び執行役員（以下「対象取締役等」という。）

の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、対象取締役等の企業価値向上に対するインセ

ンティブを強化するとともに、株主の皆様と一層の価値共有を進めることを目的として、対象取締役等に信

託を通じて自社の株式を交付する取引を行っています。

 

１．取引の概要

　当社は、2019年６月21日開催の第74回定時株主総会決議に基づき、新たな業績連動型株式報酬制度「株

式給付信託（ＢＢＴ（＝Board Benefit Trust））」（以下「本制度」という。）を導入しました。

　本制度は、対象取締役等に対し、当社が定める役員株式給付規程（以下「本規程」という。）に従い、

業績達成度等に応じて当社所定の基準によるポイントを付与し、中期経営計画期間終了直後の一定の期日

に対象取締役等のうち本規程に定める受益者要件を満たした者（以下「受益者」という。）に対して、当

該受益者に付与されたポイント数に応じた当社株式を給付します。ただし、受益者が本規程に定める要件

を満たす場合には、ポイントの一定割合について、当社株式の時価相当の金銭を給付します。

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する自社の株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、株主資本に

自己株式として計上しています。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度及び当第１四半

期連結会計期間ともに549百万円、657千株です。

 

（新型コロナウイルス感染症に関する会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定につ

いて重要な変更はありません。
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（共同持株会社設立による経営統合）

当社、前田道路株式会社（以下「前田道路」という。）及び株式会社前田製作所（以下「前田製作所」と

いい、当社、前田道路及び前田製作所を総称して「３社」という。）は、2021年10月１日を効力発生日とし

て、共同株式移転（以下「本株式移転」という。）の方法により共同持株会社を設立し経営統合を行うこと

（以下「本経営統合」という。）について、2021年５月14日に開催した各社取締役会における決議に基づ

き、経営統合契約書を締結し、共同して株式移転計画を作成しました。

　また、株式移転計画については、2021年６月23日（当社）、2021年６月22日（前田製作所）及び2021年６

月25日（前田道路）開催の各社の定時株主総会にてそれぞれ承認を受けました。

 

１．本株式移転の目的

　今後将来的に経営環境が著しく変化していく中で、グループ全体が一体となって永続的成長を遂げるため

には、３社がこれまで以上に連携を強め、環境変化に対応できる強固な経営基盤の構築や経営資源の最適配

分等、グループ全体としてシナジーを最大化することが不可欠と考えています。本経営統合による持株会社

体制への移行を通じ、グループ戦略を一体となって遂行することは、３社ひいてはグループ全体の企業価値

向上に資するものと確信しています。

 

２．本株式移転の要旨

（１）本株式移転のスケジュール

定時株主総会に係る基準日（３社） 2021年３月31日（水）

経営統合契約書および株式移転計画承認取締役会（３社） 2021年５月14日（金）

経営統合契約書締結および株式移転計画作成（３社） 2021年５月14日（金）

株式移転計画承認定時株主総会（前田製作所） 2021年６月22日（火）

株式移転計画承認定時株主総会（当社） 2021年６月23日（水）

株式移転計画承認定時株主総会（前田道路） 2021年６月25日（金）

東京証券取引所最終売買日（３社） 2021年９月28日（火）（予定）

東京証券取引所上場廃止日（３社） 2021年９月29日（水）（予定）

統合予定日（共同持株会社設立登記日） 2021年10月１日（金）（予定）

共同持株会社株式上場日 2021年10月１日（金）（予定）

上記は現時点での予定であり、本経営統合の承認手続の進行その他の事由により、必要な場合には、３社で協

議し合意の上で変更することがあります。

 

（２）本株式移転の方式

　３社を株式移転完全子会社、共同持株会社を完全親会社とする共同株式移転となります。

 

（３）本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

 当社 前田道路 前田製作所

株式移転比率 1.00 2.28 0.58

（注１）算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、３社協議の上、変更することがあります。

（注２）共同持株会社の単元株式数は100株とします。

（注３）共同持株会社が交付する新株式数（予定）

   　普通株式：391,584,459株

上記は、当社の発行済株式総数194,608,482株（2021年３月31日時点）、前田道路の発行済株式総数

89,159,453株（2021年３月31日時点）及び前田製作所の発行済株式総数16,100,000株（2021年３月31日時

点）に基づいて算出しています。なお、３社は、それぞれ、本株式移転の効力発生までに、現時点で保有し

または今後新たに取得する自己株式のうち実務上消却可能な範囲の株式を消却することを予定しているた

め、３社が2021年３月31日時点でそれぞれ保有する自己株式（当社：146,223株、前田道路：6,740,228株、

前田製作所：226,953株）については共同持株会社の株式の割当てがなされることは予定していません。た

だし、本株式移転の効力発生日までに実際に消却される自己株式数は現状において未確定であるため、共同

持株会社が発行する上記新株式数は変動することがあります。

 

 

 

（４）本株式移転により新たに設立する会社の概要
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名称
インフロニア・ホールディングス株式会社

（英文表記） INFRONEER Holdings Inc.

所在地 東京都千代田区

代表者の役職・氏名 代表執行役社長　岐部　一誠

事業内容
傘下子会社及びグループの経営管理ならびに

これに付帯または関連する業務

資本金 20,000百万円

決算期 ３月期

 

（５）本株式移転に伴う会計処理の概要

　本株式移転は「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成31年１月16日）における「共

通支配下の取引等」に該当する見込みですが、詳細な会計処理については現時点において未定です。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１．保証債務

　　次の会社について、金融機関からの借入金等に対し保証を行っています。

　(1）借入保証

　　※いずもんリテイリング(株)は関係会社です。

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

浅井建設(株) 865百万円 浅井建設(株) 840百万円

いずもんリテイリング(株) 51 いずもんリテイリング(株) 51

計 916 計 891
 

　(2）工事入札・履行保証等

　　※Maeda Vietnam Co.,Ltd.は関係会社です。

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

Maeda Vietnam Co.,Ltd. 1,092百万円 Maeda Vietnam Co.,Ltd. 310百万円

 
 
２．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 9,025百万円 9,395百万円

受取手形流動化による譲渡高 1,147 516
 
 
３．　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行とコミットメントライン（特定融資

枠）契約を締結しています。契約極度額は20,000百万円ですが、前連結会計年度末、当第１四半期連結会計期

間末ともに本契約に基づく借入金残高はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は次の

とおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年６月30日）

減価償却費 5,539百万円 5,755百万円

のれん償却額 1,644 1,691

前第１四半期連結累計期間については、「注記事項（企業結合等関係）」に記載の取得原価の当初配分額の重

要な見直しに伴い、当該見直し反映後のものを記載しています。

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

配当金支払額

 
　　（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月23日

定時株主総会
普通株式 3,640 20.0 2020年３月31日 2020年６月24日 利益剰余金

（注）１．配当金の総額は、関係会社が保有する親会社株式の配当金控除後の金額です。

２．2020年６月23日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（従業員持株会処分型）が

保有する当社株式に対する配当金９百万円、及び株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式に対する配当

金13百万円が含まれています。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

配当金支払額

 
　　（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月23日

定時株主総会
普通株式 7,144 38.0 2021年３月31日 2021年６月24日 利益剰余金

（注）１．配当金の総額は、関係会社が保有する親会社株式の配当金控除後の金額です。

２．2021年６月23日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（従業員持株会処分型）が

保有する当社株式に対する配当金３百万円、及び株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式に対する配当

金24百万円が含まれています。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 建築事業 土木事業 舗装事業 製造事業
インフラ
運営事業

計

売上高           

外部顧客への
売上高

48,426 37,485 45,714 7,248 3,349 142,224 411 142,635 － 142,635

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

163 53 570 398 － 1,186 11 1,197 △1,197 －

計 48,590 37,538 46,285 7,646 3,349 143,410 422 143,832 △1,197 142,635

セグメント利益

又は損失（△）
△345 3,172 1,622 120 905 5,474 149 5,624 23 5,648

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業です。

２．セグメント利益又は損失の調整額には、セグメント間取引23百万円が含まれています。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

４．「注記事項（企業結合等関係）」に記載の取得原価の当初配分額の重要な見直しに伴い、

当該見直し反映後のものを記載しています。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

 建築事業 土木事業 舗装事業 製造事業
インフラ
運営事業

計

売上高           

一時点で移転
される財

7,063 363 39,035 5,409 3,809 55,681 － 55,681 － 55,681

一定の期間にわた
り移転される財

45,097 27,428 11,330 1,238 － 85,094 － 85,094 － 85,094

顧客との契約か
ら生じる収益

52,161 27,792 50,366 6,648 3,809 140,776 － 140,776 － 140,776

その他の収益 － － 39 881 15 936 420 1,357 － 1,357

外部顧客への
売上高

52,161 27,792 50,405 7,529 3,824 141,713 420 142,134 － 142,134

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

246 36 401 1,467 － 2,152 6 2,159 △2,159 －

計 52,407 27,829 50,807 8,997 3,824 143,866 427 144,293 △2,159 142,134

セグメント利益

又は損失（△）
△525 461 △332 335 935 875 161 1,037 91 1,129

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業です。

２．セグメント利益又は損失の調整額には、セグメント間取引91百万円が含まれています。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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（企業結合等関係）

（企業結合に係る暫定的な処理の確定及び比較情報における取得原価の当初配分額の重要な見直し）

　2020年３月19日に行われた前田道路株式会社との企業結合について、2020年３月期において暫定的な会計

処理を行っていましたが、前連結会計年度に確定しています。

　この暫定的な会計処理の確定に伴い、当第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に含まれる比較情

報において取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されています。

　この結果、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書は、営業利益、経常利益及び税金等調整前

四半期純利益がそれぞれ13百万円増加し、親会社株主に帰属する四半期純利益が513百万円増加しています。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

  
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

１株当たり四半期純利益 19円60銭 ０円54銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 3,624 100

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益
（百万円） 3,624 100

普通株式の期中平均株式数 （千株） 184,912 187,535

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２．株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（従業員持株会処分型）及び株式給付信託

（ＢＢＴ）に残存する自社の株式は１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めています。

１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第１四半期連結累計期

間において株式給付信託（従業員持株会処分型）464千株、株式給付信託（ＢＢＴ）657千株、当第１四半

期連結累計期間において株式給付信託（従業員持株会処分型）59千株、株式給付信託（ＢＢＴ）657千株

です。

３．前第１四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益は、「注記事項（企業結合等関係）」に記載の取得

原価の当初配分額の重要な見直しに伴い、当該見直し反映後の金額により算定しています。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2021年８月５日

前田建設工業株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 鈴木　理　　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 飴谷　健洋　　㊞

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている前田建設工業株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、前田建設工業株式会社及び連結子会社の2021年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。
 

強調事項

　追加情報に記載されているとおり、会社は前田道路株式会社及び株式会社前田製作所と2021年10月１日を効力発生日と

して、共同株式移転の方法により共同持株会社を設立し経営統合を行うことについて、2021年５月14日に開催した取締役

会における決議に基づき、経営統合契約書を締結し株式移転計画を作成した。また、株式移転計画については、2021年６

月23日開催の定時株主総会において承認された。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
　以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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